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1．概要 
本書は，柏崎刈羽原子力発電所第７号機の地震時燃料健全性評価のうち，チャンネルボックスの

応力評価結果を示すものである。 
 

2．評価方針 
燃料チャンネルボックス(以下ＦＣＢという)は工事計画認可対象設備以外であるが，耐震Ｓクラス設

備であることから，以下の方針に従い耐震安全性評価を実施する。 
 
(1) ＦＣＢの耐震安全性評価は，基準地震動 Ss に基づく燃料集合体，制御棒およびチャンネルボック

スの水平 2 方向地震動入力による耐震条件により実施する（添付資料－１参照）。 
(2) ＦＣＢは炉内構造物であり，応力評価に関する具体的な規定はないが，応力評価は JSME 設計･建

設規格及び JEAG4601 耐震設計技術指針の炉心支持構造物の応力評価手法に準じることとする。 
(3) 応力評価にあたっては，モデルは従来どおり保守的な仮定に基づくものを使用する。 

すなわち，水平方向と鉛直方向の地震時応答結果に基づく応力を組み合わせて応力評価を実施する。 
水平方向の地震荷重が作用する方向については，チャンネルボックス対辺方向に比べ，対角方向の

方が，評価部位と中立軸との距離が長くなり，曲げモーメントにより発生する応力が大きくなるた

め，対角方向に地震荷重が作用するものとして応力評価を実施する。 
(4) 本書では地震動による一次一般膜＋一次曲げ応力評価のみを提示するが，参考として一次一般膜応

力評価及び一次＋二次応力評価も添付資料として示す。 
 

3．耐震安全性評価条件 
3.1 評価に用いた荷重 
 評価に用いた荷重を以下に示す。 

①  対角方向荷重：基準地震動 Ss (水平 2 方向地震動入力) 
 
3.2 地震動以外の考慮すべき荷重 
 一次応力評価にあたって，以下に示す荷重を組み合わせ評価する。 

① ＦＣＢ自重 
② ＦＣＢ内外差圧 

 
3.3 応力評価部位 

ＦＣＢ(燃料集合体)は，上部を上部格子板で，下部を炉心支持板及び燃料サポートで支持されてお

り，水平方向地震動により，上下部を支持点としたＦＣＢ長手方向中央部分が水平方向に振られる１

次振動モードによる応答が主である。従って，ＦＣＢに作用する地震荷重は，長手方向中央部分に生

じる地震動による最大モーメントが主であり，また上下支持部に最大せん断力が生じる。 
ＦＣＢの地震動による一次応力評価としては，地震時最大モーメントが生じるＦＣＢ長手中央部お

よび，地震時最大せん断力が生じ，かつ内外差圧が最大であるＦＣＢ下端部分の評価を行う。また，

ＦＣＢ断面内での評価ポイントとしては，コーナ部の応力評価を実施する。 
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4. 評価結果 

一次応力評価結果を表 4-1 に示す。発生応力は許容応力以下であり，耐震安全性は確保されている

ことが確認された。詳細な計算結果を添付資料－１に示す。 
 

表 4-1 チャンネルボックス耐震評価 
（地震動による一次一般膜＋一次曲げ応力評価） 

(単位：MPa)   
 応力評価点 

 
耐震条件 

長手下端部 長手中央部 
コーナ部 コーナ部 

内面 外面 内面 外面 
対角方向 
（Ss） 

8 8 153 158 

許容応力  
 
 
5．添付資料 
 添付資料－１：チャンネルボックス対角方向に地震荷重を作用させた評価 

（基準地震動 Ss (水平 2 方向地震動入力)） 
 



 

添付資料－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料チャンネルボックスの応力計算書 

 

＜チャンネルボックス対角方向に地震荷重を作用させた評価＞ 

基準地震動Ｓｓ (水平 2方向地震動入力) 
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1. 一般事項 

本計算書は，柏崎刈羽原子力発電所第７号機燃料（９×９燃料）に使用する燃料チャンネルボ

ックスの地震時を含む各運転条件での応力評価について示すものである。 

 

地震時においてチャンネルボックスに要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保及び冷却材流

路の確保（崩壊熱除去可能な形状の維持）である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編

（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）に従って，地震時における制御棒の挿入性についての検討を行

い，基準地震動Ｓｓに対し制御棒の挿入性が確保されることを試験により確認する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，本計算書で，チャンネルボックス内外の差圧及び地

震によるせん断力が最大となるチャンネルボックス下端と，地震による曲げモーメントが最大と

なるチャンネルボックス中央部について，チャンネルボックス断面のうちコーナ部の強度を評価

し確認する。なお，地震荷重はチャンネルボックスの対角方向に作用するものとする。 

 

1.1 構造の説明 

チャンネルボックスの構造計画を表 1－1に示す。 

 

1.2 記号の説明 

本計算書において，以下の記号を使用する。ただし，本文中に特記ある場合は，この限りで

はない。 

 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

ｄ 

Ｆ 

Ｈ 

Ｉ 

Ｌ 

Ｍ 
Ｎ 

Ｐ 

Ｐｂ 
Ｐｍ 

Ｒｉ 

Ｒｍ 

Ｑ 

チャンネルボックスの断面積 

チャンネルボックス断面の中立軸からの距離 

チャンネルボックスにかかる膜力 

チャンネルボックスにかかるせん断力 

チャンネルボックスの断面二次モーメント 

チャンネルボックス平坦部÷２ 

チャンネルボックスに加えられる曲げモーメント 
チャンネルボックスにかかる軸力 

差圧 

一次曲げ応力 
一次一般膜応力 

チャンネルボックスコーナ部内半径 

チャンネルボックスコーナ部平均半径 

二次応力 

mm2 

mm 

N 

N 

mm4 

mm 

N･mm 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

MPa 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｓ１２ 

Ｓ２３ 
Ｓ３１ 

Ｓｍ 

Ｓｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｔ 

Ｗ 

Ｘ 

Ｚ 

π 

η 

σ１ 

σ２ 

σ３ 

σℓ 

σｒ 

σｔ 

τℓｒ 

τｒt 

τtℓ 

θ 

ν 

主応力差 σ１－σ２ 

主応力差 σ２－σ３ 
主応力差 σ３－σ１ 

設計応力強さ 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

設計引張強さ 

設計降伏点 

チャンネルボックス板厚 

チャンネルボックス内幅 

距離（図2－2参照） 

中立軸からの距離（図2－2参照） 

円周率 

溶接部の継手効率 

主応力 

主応力 

主応力 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

角度（図2－2参照） 

ポアソン比 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

° 

－ 
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1.3 適用基準 

本計算書は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005／2007）（日

本機械学会 2005 年 9 月／2007 年 9月）（以下「設計・建設規格」という。）及び原子力発電所

耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）（日本電気協会 電

気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月）の炉心支持構造物の規定を準用して計算を行う。 

 

注：本計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○－△△△△(◇)a.(a)」

として示す。 

 

1.4 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1－1に示す。 

 

1.5 解析範囲 

応力計算は，図 1－1に示す応力評価点について行う。 
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表 1－1 チャンネルボックスの構造計画 

 

主要区分 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

チャンネル

ボックス 

炉心は十字型制御

棒とそれを囲む4体

の燃料集合体を1ユ

ニットとして構成

される。 

燃料集合体の下部

は下部タイプレー

トの着座面が燃料

支持金具に勘合し

て支持され，上部は

ユニットを構成す

る燃料集合体とと

もに上部格子板内

で水平方向に支持

される。 

チャンネルボック

スは燃料集合体の

外側にはめられ，燃

料集合体の上部タ

イプレートにチャ

ンネルファスナの

キャップスクリュ

にて固定される。 

4体の燃料集合体の

外側にはめたチャ

ンネルボックスの

外面が制御棒の通

路を構成する。 

チャンネルボッ

クスは主として

ジルカロイ－４

製の長尺角筒製

品である。角筒最

上部の対角線に

相対峙するコー

ナ部２箇所には，

クリップが設け

られており，この

うち，一方のクリ

ップには燃料集

合体の上部タイ

プレート孔あき

ポスト，チャンネ

ルファスナのキ

ャップスクリュ

とを連結するた

めの穴が設けら

れている。また，

上端から約５０

ｍｍ下方でこの

穴あきクリップ

を挟持する二側

面には，それぞれ

チャンネルスペ

ーサがリベット

で固定された状

態で設けられて

いる。 

 

  

チャンネルボックス 

上部格子板 

起動用 

中性子源 

燃料支持金具 

制御棒 

インコア 

モニタ 

炉心支持板 

燃料集合体 

チャンネルボックス 

クリップ 

スペーサ 
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図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

（長手中央） 

（下端部） 

 

 
 （コーナ部） 

 P02',P04' 

 P03，P04 

 P01，P03 

 P01',P03' 

 P01，P02 

 P02，P04 

 P03',P04' 

 P01',P02' 

〔ジルコニウム合金（ジルカロイ－4）〕 

 ：応力評価点 
 

〔      〕  ：材料 

（コーナ部） 

（コーナ部） 

2.54 134.06 
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1.6 計算条件 

1.6.1 設計条件 

最高使用圧力 ：  MPa 

設計温度 ：  ℃ 

荷重条件 ：表 1－2に示す。 

 

1.6.2 運転条件 

運転条件及び記号は次のとおりである。 

 

運転状態Ⅰ及びⅡ 

(1) ボルト締付け ［C01］ 

(2) 耐圧試験（最高使用圧力以下） ［C02］ 

(3) 起動（昇温） ［C03］ 

(4) 起動（タービン起動） ［C04］ 

(5) 夜間及び週末低出力運転（出力50％） ［C05，C06］ 

(6) 制御棒パターン変更 ［C07］ 

(7) 給水加熱機能喪失（発電機トリップ） ［C08］ 

(8) 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分バイパス） ［C09］ 

(9) スクラム（タービントリップ，その他のスクラム） ［C10，C11］ 

(10) 定格出力運転 ［C12］ 

(11) 停止（タービン停止） ［C13］ 

(12) 停止（高温待機） ［C14］ 

(13) 停止（冷却） ［C15］ 

(14) 停止（ヘッドスプレイを伴う停止） ［C16，C17］ 

(15) ボルト取外し ［C18］ 

(16) 燃料交換 ［C19］ 

(17) スクラム（給水ポンプ停止） ［C20］ 

(18) スクラム（逃がし安全弁誤作動） ［C21］ 

 

運転状態Ⅲ 

(1) スクラム（過大圧力） ［C22］ 

 

運転状態Ⅳ 

(1) 冷却材喪失事故 ［C23］ 
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各運転条件におけるチャンネルボックスの外荷重条件を表1－2に，内外差圧条件を 

表1－3に示す。 

各運転条件における，チャンネルボックス周囲の流体の温度変化及びそのサイクル数は，

工認（炉心支持構造物の応力解析の方針）に示すとおりである。 

 

1.6.3 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価項目の対応を表1－4に示す。 

表1－4及び本計算書において使用する荷重の種類と記号は以下のとおり。 

荷 重 記号 

(1) 差圧 ［L02］ 

(2) 死荷重 ［L04］ 

(3) 地震荷重Ｓｓ ［L16］ 

 

1.6.4 材料 

チャンネルボックス：ジルコニウム合金（ジルカロイ－4） 

 

1.6.5 物性値 

各供用状態（許容応力状態）における材料の物性値及び機械的性質を表1－5に示す。 

 

1.6.6 荷重の組合せ及び供用状態（許容応力状態） 

荷重の組合せ及び供用状態（許容応力状態）は，表1－6 に示すとおりである。 

 

1.6.7 許容応力 

(1) 設計条件の評価には，最高使用温度 に対する許容応力を用いる。供用状態Ａ及

びＢ，供用状態Ｃ並びにＤの一次応力の評価には，各供用状態を定義する運転状態にお

ける流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ： ，運転状態Ⅲ： ，運転状態Ⅳ： ）

に対する許容応力を用いる。供用状態Ａ及びＢの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価

には，運転温度（ ：定格出力運転時の蒸気温度）に対する許容応力を用いる。 

 

(2) チャンネルボックスの設計条件及び各供用状態（許容応力状態）の応力評価に用いる許

容応力は，設計・建設規格 CSS-3110 により表1－7 に示すとおりである。 
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1.6.8 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，以下のとおりとする。 

 

σℓ：軸方向応力 

σｒ：半径方向応力 

σｔ：周方向応力 

τtℓ：せん断応力 

τℓｒ：せん断応力 

τｒt：せん断応力 

  

σℓ 

σ
ｒ
 

σ
ｔ
 

軸力 Ｎ
(N)

せん断力 Ｈ
(N)

曲げモーメントＭ
(N・mm)

下端

中央部

下端

中央部

注)各荷重の算出は以下の様に行った。

　 軸力：燃料集合体上部の鉛直方向の加速度から算出

　 　 せん断力：燃料集合体１体あたりの下端及び中央部のせん断力

　 曲げモーメント：燃料集合体１体あたりの中央部の曲げモーメント

L04 死荷重

L16 地震荷重ＳＳ

記号 荷重条件 荷重作用点

荷重の種類

表1－2　外荷重条件
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(単位：MPa)

部分 運転状態 供用状態
チャンネルボックス

内外差圧

設計条件 設計条件

Ⅰ，Ⅱ Ａ，Ｂ

Ⅲ Ｃ

Ⅳ Ｄ

設計条件 設計条件

Ⅰ，Ⅱ Ａ，Ｂ

Ⅲ Ｃ

Ⅳ Ｄ

中央

下端

表1－3　チャンネルボックスの内外差圧条件

供用状態
（許容応力状態）

荷重の組合せ 応力評価

設計条件 L02+L04
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

Ａ，Ｂ L02+L04 Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ

Ｃ L02+L04
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

Ｄ L02+L04
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

ⅣＡＳ L02+L04+L16
Ｐｍ

Ｐｍ＋Ｐｂ

表1－4　荷重の組合せ



10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1－6 荷重の組合せ及び供用状態（許容応力状態） 

 

施設

区分 
機器名称 

耐震設計

上の重要

度分類 

機器等の 

区分 
各運転状態による荷重 

供用状態 

(許容応力

状態) 

荷重の 

組合せ 

原
子
炉
本
体 

チャンネル

ボックス 
Ｓ 

炉心支持 

構造物 

（準用） 

設計条件による荷重 設計条件 Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅰによる荷重 Ａ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅱによる荷重 Ｂ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅲによる荷重 Ｃ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅳによる荷重 Ｄ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅣＡＳ 

Ｐ＋Ｄ 

＋Ｓｓ 運転状態Ⅱによる荷重 

注記 

Ｐ ： 差圧 

Ｄ ： 死荷重 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

  

供用状態
（許容応力状態）

設計条件 Ａ，Ｂ Ｃ Ｄ ⅣAＳ

温度 (℃)

設計応力強さ
Ｓｍ

(MPa)

設計降伏点 Ｓｙ

(MPa)

設計引張強さ Ｓｕ

(MPa)

ポアソン比 ν

表1－5　ジルカロイ材の物性値及び機械的性質
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(単位：MPa)

Ｐｍ Ｐｍ＋Ｐｂ Ｐｍ＋Ｐｂ＋Ｑ
*2

注記　＊１：（　　）内は、許容応力の定義を示す。

　　　＊２：応力差最大範囲を示す。

表1－7　許容応力強さ

応力分類供用状態
（許容応力状態）

設計条件

Ａ,Ｂ

ⅣAＳ

Ｃ

Ｄ
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2. 応力計算 

 

2.1 応力解析の手順 

応力解析を行う手順について述べる。 

 

2.1.1 解析手順の概要 

解析手順の概要を，図 2－1に示す。 

 

2.1.2 荷重の選定 

荷重条件は，１章に示されているが，各部の計算においては，その部分について作用す

る荷重を選定して計算を行う。 

 

2.1.3 熱膨張差計算 

チャンネルボックスと燃料集合体，またはチャンネルボックスと炉心支持構造物には，

軸方向及び周方向に熱膨張差が発生するが，これを吸収する取り合いになっているため，

熱膨張差計算は不要である。 

 

2.1.4 応力計算と応力の分類 

(1) 応力計算の方法 

a.  応力計算は荷重の種類ごとに行う。考慮した荷重は，次のとおりである。 

(a) 差圧 

(b) 外荷重 

・ 死荷重 

・ 地震荷重 

以下に示す地震荷重に関して検討する。 

基準地震動Ｓｓ (水平 2方向地震動入力) 

 

b. 解析する箇所の形状は，次の原則に従ってモデル化する。 

(a) 溶接部は，溶接金属に相当する母材と同じ物性値及び機械的性質を用いる。 

(b) 荷重条件を考慮して応力の最も厳しい箇所に応力評価点（面）を選ぶ。なお，軸対

称モデル解析において，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の入

力方位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重に

よる応力が極大となる方位の応力評価点は [例 P01] と表し，極小となる方位の応

力評価点には，プライム（’）を付けて [例 P01’] と表す。一次応力の評価は，内

外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 

 

(2) 応力の分類 

応力の計算結果は，表 2－1 の応力の分類方法に従って分類し，表 2－3 に示す。 
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2.1.5 応力の評価 

(1) 主応力 

2.1.4 項で計算された応力は，応力の分類ごとに重ね合わせ，各応力評価点（面）の組

合せ応力を求める。 

組合せ応力は，一般にσt，σℓ，σr，τtℓ，τℓr，τrt の 6 成分をもつが，応力評価点

（面）の主応力σは，引用文献(1)の 1･3･6 項より，次式を満足する 3 根σ1，σ2，σ3 と

して計算する。 

σ3－（σt＋σℓ＋σr）・σ2＋（σt・σℓ＋σℓ・σr＋σr・σt－τtℓ
2 

－τℓr
2－τrt

2）・σ－σt・σℓ・σr＋σt・τℓr
2＋σℓ・τrt

2＋σr・τtℓ
2 

－2・τtℓ・τℓr・τrt＝0 

上式により主応力σ1，σ2，σ3 が求まる。 

 

(2) 応力強さ 

下記の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。 

Ｓ12＝σ1－σ2 

Ｓ23＝σ2－σ3 

Ｓ31＝σ3－σ1 

 

(3) 一次応力強さ 

設計条件，供用状態Ｃ，供用状態Ｄ及び許容応力状態ⅣＡＳにおいて生じる一次一般膜

応力及び一次一般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，1.6.7 項及び 1.6.8 項に示す許容値を

満足することを示す。 

 

(4) 一次＋二次応力強さ 

供用状態Ａ及びＢにおいて生じる一次＋二次応力の応力差最大範囲が，1.6.7 項及び

1.6.8 項に示す許容値を満足することを示す。 

 

2.1.6 繰返し荷重の評価 

繰返し荷重の評価は，供用状態Ａ及びＢによる荷重に対して，次の方法により行う。 

 

(1) 疲労解析必要性の検討（設計・建設規格 CSS-3130） 

設計・建設規格 CSS-3130 に従い疲労解析（詳細な繰返し荷重の評価）の必要性の検討

を行い，疲労解析が不要であることを示す。 
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図 2－1 応力解析の手順 

計算始め 

計算終り 

外荷重による応力 
の計算とその分類 

差圧による応力の 
計算とその分類 

熱膨張差の評価 

弾塑性解析による 
繰返しピーク応力の 
割増し 

荷重の選定 

一次応力の 
評 価 

特別な応力 
の検討 

一次＋二次 
応力の評価 

η･3･Ｓｍを越えるもの 

η･3･Ｓｍ以下 

必要 疲労解析の 
必要性検討 

不要 
疲労解析 
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表 2－1 応力の分類 

 

 位置 荷重の種類 応力の分類 

管状構造物 
不連続部より

遠い部分 

差圧 
一般膜応力 

板厚方向に変化する応力 

Ｐｍ 

Ｑ 

外荷重又は 

モーメント 

全断面について平均した 

一般膜応力 

曲げ応力 

Ｐｍ 

 

Ｐｂ 

注記 

Ｐm ： 圧力差又は機械的荷重によって生じる膜応力であって，構造上の不連続性及び局部

的形状の変化によって生じる膜応力は除く。 

ただし，実際の応力評価では，応力評価面が，構造上の不連続部にとられることが

多いので，内径，板厚がその応力評価面での値に等しい単純な殻を仮定し，シェル

理論又ははり理論を用いて計算した応力を，その応力評価面におけるＰm とする。 

Ｐb ： 外力，内力及びモーメントに対して，単純な平衡の法則を満足する曲げ応力をいう。 

Ｑ ： 隣接部分の拘束又は自己拘束により生じる垂直応力又はせん断応力であって，崩壊

荷重に影響を与えない応力及び圧力差又は機械的荷重によって生じる応力をいう。 
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2.2 応力計算 

2.2.1 差圧による応力 

(1) 荷重条件（L02） 

設計差圧及び各運転条件における差圧を表 1－3に示す。 

 

(2) 計算方法 

計算は，チャンネルボックスを図 2－2に示すモデルに置きかえて行う。 

チャンネルボックスの平坦部及びコーナ部にかかる膜力Ｆは次式で求められるが，本計

算書では，コーナ部のみ計算を実施する。 

Ｆ（平坦部） ＝Ｐ・（Ｒｉ＋Ｌ） 

Ｆ（コーナ部）＝Ｐ・｛Ｒｉ＋Ｌ・（ｃｏｓθ＋ｓｉｎθ）｝ 

 

差圧による一次一般膜応力は，次式で求められる。 

σt＝Ｆ／Ｔ 

 

また，平坦部及びコーナ部にかかる曲げモーメントＭは，次式で求められる。 

Ｍ（平坦部） ＝Ｍ1＋
1
2・Ｐ・（Ｌ－Ｘ）2 

Ｍ（コーナ部）＝Ｍ1＋
1
2・Ｐ・Ｌ2－Ｐ・Ｌ・Ｒｍ・（1－ｃｏｓθ－ｓｉｎθ） 

ただし， 

Ｍ1＝－
6

Ｐ
・

4・Ｌ＋π・Ｒｍ

・(4－π)・Ｒｍ＋6・Ｌ・Ｒｍ＋3・π・Ｌ4・Ｌ
223

 

 

差圧による局部曲げ応力（二次応力）は次式で求められる。 

σt＝
Ｍ・Ｚ

I1  

σℓ＝ν・σt 

ただし，I1＝
12

Ｔ
3

 

 

 

(3) 計算結果 

各応力評価点での応力を分類して表 2－3に示す。 
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2.2.2 外荷重による応力 

(1) 荷重条件（L04 及び L16） 

外荷重条件を表 1－2に示す。 

 

(2) 計算方法 

a. L04 の場合 

(a) 一次一般膜応力 

外荷重による一次一般膜応力は，次式により求められる。 

σℓ＝
Ａ

Ｎ
 

τℓr＝
Ａ

Ｈ
 

 

(b) 一次一般膜応力＋一次曲げ応力 

外荷重による一次一般膜応力＋一次曲げ応力は，次式により求められる。 

σℓ＝ ・ｄ
Ｉ

Ｍ

Ａ

Ｎ
  

τℓr＝
Ａ

Ｈ
 

 

 

b. L16 の場合 

本計算書の 2.2.2(2)a.と同じ方法で応力が求められる。 

 

c. 二次応力 

外荷重による二次応力は，発生しない。 

 

(3) 計算結果 

各応力評価点での応力を分類して表 2－3に示す。 

 

2.2.3 熱膨張差による応力 

2.1.3 項で記載したようにチャンネルボックスには熱膨張差による応力は発生しない。 
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ただし， 

 

  Ｗ（内幅） ＝  mm 

  Ｔ（肉厚） ＝    mm 

Ｒｉ（コーナ部内半径） ＝    mm 

Ｒｍ（コーナ部平均半径） ＝    mm 

Ｌ（平坦部／2） ＝   mm 

 

図 2－2 差圧による応力計算モデル 

 

 

   

平坦部 

コーナ部 

θ 
Ｘ 

2 

3 

Ｔ 

4 

Ｍ4 

Ｐ 

Ｆ1 

Ｍ1 

1 

Ｚ 
Ｒｉ 

Ｒｍ 

Ｗ／2 

Ｌ 

Ｆ4 

応力評価点 断面寸法

P01～P04 図2－2の通り

表2－2　断面性状

Ａ

(mm
2
)

Ｉ

(mm
4
)
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応力評価点：P01　（長手下端コーナ部　内面　地震力(引張)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P01 P01 P01 P01 P01
σt 3.3 101.8 3.3 105.1

σℓ 40.7 40.7

σt 3.7 114.2 3.7 117.9

σℓ 45.7 45.7

σt 4.2 130.8 4.2 135.0

σℓ 52.3 52.3

σℓ

σℓ

τtℓ 3.6 3.6 3.6

応力評価点：P01’　（長手下端コーナ部　内面　地震力(圧縮)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P01' P01' P01' P01' P01'
σt 3.3 101.8 3.3 105.1

σℓ 40.7 40.7

σt 3.7 114.2 3.7 117.9

σℓ 45.7 45.7

σt 4.2 130.8 4.2 135.0

σℓ 52.3 52.3

σℓ

σℓ

τtℓ -3.6 -3.6 -3.6

応力評価点：P02　（長手下端コーナ部　外面　地震力(引張)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P02 P02 P02 P02 P02
σt 3.3 -101.8 3.3 -98.5

σℓ -40.7 -40.7

σt 3.7 -114.2 3.7 -110.5

σℓ -45.7 -45.7

σt 4.2 -130.8 4.2 -126.6

σℓ -52.3 -52.3

σℓ

σℓ

τtℓ 3.6 3.6 3.6

応力評価点：P02’　（長手下端コーナ部　外面　地震力(圧縮)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P02' P02' P02' P02' P02'
σt 3.3 -101.8 3.3 -98.5

σℓ -40.7 -40.7

σt 3.7 -114.2 3.7 -110.5

σℓ -45.7 -45.7

σt 4.2 -130.8 4.2 -126.6

σℓ -52.3 -52.3

σℓ

σℓ

τtℓ -3.6 -3.6 -3.6
地震荷重ＳＳ（L16）

表2－3(1)　機械荷重による応力計算結果

表2－3(2)　機械荷重による応力計算結果

表2－3(3)　機械荷重による応力計算結果

荷重による応力

差圧
（L02）

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

運転状態
Ⅲ

荷重による応力

運転状態
Ⅳ

荷重による応力

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

差圧
（L02）

運転状態
Ⅳ

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅳ

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

差圧
（L02）

荷重による応力

表2－3(4)　機械荷重による応力計算結果

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅳ

差圧
（L02）

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

死荷重（L04）
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応力評価点：P03　（長手中央コーナ部　内面　地震力(引張)） 単位：MPa

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P03 P03 P03 P03 P03
σt 2.2 68.3 2.2 70.5

σℓ 27.3 27.3

σt 3.7 114.2 3.7 117.9

σℓ 45.7 45.7

σt 4.2 130.8 4.2 135.0

σℓ 52.3 52.3

σℓ 0.1 0.1 0.1

σℓ 0.1 150.7 150.8 150.8

τtℓ 0.9 0.9 0.9

応力評価点：P03’　（長手中央コーナ部　内面　地震力(圧縮)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P03' P03' P03' P03' P03'
σt 2.2 68.3 2.2 70.5

σℓ 27.3 27.3

σt 3.7 114.2 3.7 117.9

σℓ 45.7 45.7

σt 4.2 130.8 4.2 135.0

σℓ 52.3 52.3

σℓ 0.1 0.1 0.1

σℓ -0.1 -150.7 -150.8 -150.8

τtℓ -0.9 -0.9 -0.9

応力評価点：P04　（長手中央コーナ部　外面　地震力(引張)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P04 P04 P04 P04 P04
σt 2.2 -68.3 2.2 -66.1

σℓ -27.3 -27.3

σt 3.7 -114.2 3.7 -110.5

σℓ -45.7 -45.7

σt 4.2 -130.8 4.2 -126.6

σℓ -52.3 -52.3

σℓ 0.1 0.1 0.1

σℓ 0.1 154.9 155.0 155.0

τtℓ 0.9 0.9 0.9

応力評価点：P04’　（長手中央コーナ部　外面　地震力(圧縮)） （単位：MPa）

分類 Ｐｍ Ｐｂ Ｑ Ｐｍ+Ｐｂ Ｐｍ+Ｐｂ+Ｑ

応力評価点 P04' P04' P04' P04' P04'
σt 2.2 -68.3 2.2 -66.1

σℓ -27.3 -27.3

σt 3.7 -114.2 3.7 -110.5

σℓ -45.7 -45.7

σt 4.2 -130.8 4.2 -126.6

σℓ -52.3 -52.3

σℓ 0.1 0.1 0.1

σℓ -0.1 -154.9 -155.0 -155.0

τtℓ -0.9 -0.9 -0.9

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

運転状態
Ⅳ

運転状態
Ⅳ

差圧
（L02）

荷重による応力

表2－3(8)　機械荷重による応力計算結果

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

差圧
（L02）

荷重による応力

表2－3(7)　機械荷重による応力計算結果

運転状態
Ⅰ,Ⅱ

荷重による応力

差圧
（L02）

表2－3(6)　機械荷重による応力計算結果

運転状態
Ⅳ

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅲ

運転状態
Ⅲ

死荷重（L04）

地震荷重ＳＳ（L16）

表2－3(5)　機械荷重による応力計算結果

荷重による応力

運転状態
Ⅳ

差圧
（L02）

運転状態
Ⅰ,Ⅱ
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2.3 応力強さの評価 

応力強さの評価は，図 1－1 に示す評価点に対して行う。 

 

2.3.1 一次一般膜応力強さの評価 

一次一般膜応力強さの評価に用いる荷重の組合せを，表 2－4 に示す。各供用状態（許

容応力状態）における評価をまとめて，表 2－5 に示す。 

表 2－5 より，各供用状態（許容応力状態）の一次一般膜応力強さは，設計・建設規格 

CSS-3111 を満足する。 

 

2.3.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価に用いる荷重の組合せを，表 2－6 に示す。各供

用状態（許容応力状態）における評価をまとめて，表 2－7 に示す。 

表 2－7 より，各供用状態（許容応力状態）の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，設計・

建設規格 CSS-3111 を満足する。 

 

2.3.3 一次＋二次応力強さの評価 

一次＋二次応力強さの評価に用いる荷重の組合せを，表 2－8 に示す。供用状態Ａ及び

Ｂにおける評価をまとめて，表 2－9 に示す。 

表 2－9 より，すべての応力評価点において，一次＋二次応力の応力差最大範囲は，η・

3・Ｓm 以下であり，設計・建設規格 CSS-3112 を満足する。 
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(中央: 0.06 ) (中央: 0.10 ) (中央: 0.12 ) (中央: 0.06 )

(下端: 0.09 ) (下端: 0.10 ) (下端: 0.12 ) (下端: 0.09 )

L04
死荷重

L16

地震荷重Ｓｓ

許容値

注記

*1：表2－3 に示す応力に対する荷重値を1.0とした場合の荷重の比例数を表中に示す。

*2：（ ）内は差圧の値（MPa）を示す。

1.6.7項及び1.6.8項による。

1.0 1.0 1.0 1.0

－ － － 1.0

1.0

表2－4　一次一般膜応力強さの評価方法

荷重
*1 設計条件 供用状態Ｃ 供用状態Ｄ

許容応力状態

ⅣＡＳ

L02*2

差圧

1.0 1.0 1.0
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コーナ部 （単位：MPa）

分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 3.3 2.2

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 3.3 2.2

σℓ 0.1

σ1 3.3 2.2

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ 4 3

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 3.7 3.7

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 3.7 3.7

σℓ 0.1

σ1 3.7 3.7

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ 4 4

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 4.2 4.2

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 4.2 4.2

σℓ 0.1

σ1 4.2 4.2

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ 5 5

許容値 －

表2－5(1)　一次一般膜応力強さの評価（設計条件）

荷重による応力

組合せ応力

組合せ応力

主応力

表2－5(3)　一次一般膜応力強さの評価（供用状態Ｄ）

荷重による応力

組合せ応力

主応力

表2－5(2)　一次一般膜応力強さの評価（供用状態Ｃ）

荷重による応力

主応力
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コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P01 P01' P02 P02'

L02 差圧 σt 3.3 3.3 3.3 3.3

L04 死荷重 σℓ

σℓ

τtℓ 3.6 -3.6 3.6 -3.6

σt 3.3 3.3 3.3 3.3

σℓ

τtℓ 3.6 -3.6 3.6 -3.6

σ1 5.6 5.6 5.6 5.6

σ2 -2.3 -2.3 -2.3 -2.3

σ3

応力強さ Ｐｍ 8 8 8 8

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P03 P03' P04 P04'

L02 差圧 σt 2.2 2.2 2.2 2.2

L04 死荷重 σℓ 0.1 0.1 0.1 0.1

σℓ 0.1 -0.1 0.1 -0.1

τtℓ 0.9 -0.9 0.9 -0.9

σt 2.2 2.2 2.2 2.2

σℓ 0.3 0.0 0.3 0.0

τtℓ 0.9 -0.9 0.9 -0.9

σ1 2.6 2.6 2.6 2.6

σ2 -0.1 -0.3 -0.1 -0.3

σ3

応力強さ Ｐｍ 3 3 3 3

許容値 －

組合せ応力

主応力

表2－5(4)　一次一般膜応力強さの評価（許容応力状態ⅣＡＳ）

荷重による応力
下端

L16

地震荷重Ss

表2－5(5)　一次一般膜応力強さの評価（許容応力状態ⅣＡＳ）

荷重による応力
中央部

主応力

組合せ応力

L16

地震荷重Ss
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(中央: 0.06 ) (中央: 0.10 ) (中央: 0.12 ) (中央: 0.06 )

(下端: 0.09 ) (下端: 0.10 ) (下端: 0.12 ) (下端: 0.09 )

L04
死荷重

L16

地震荷重Ｓｓ

許容値

注記

*1：表2－3 に示す応力に対する荷重値を1.0とした場合の荷重の比例数を表中に示す。

*2：（ ）内は差圧の値（MPa）を示す。

1.6.7項及び1.6.8項による。

1.0 1.0 1.0 1.0

－ － － 1.0

1.0

表2－6　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価方法

荷重*1 設計条件 供用状態Ｃ 供用状態Ｄ
許容応力状態

ⅣＡＳ

L02
*2

差圧

1.0 1.0 1.0
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コーナ部 （単位：MPa）
分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 3.3 2.2

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 3.3 2.2

σℓ 0.1

σ1 3.3 2.2

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ＋Ｐｂ 4 3

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 3.7 3.7

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 3.7 3.7

σℓ 0.1

σ1 3.7 3.7

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ＋Ｐｂ 4 4

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類 下端 中央部

応力評価点
P01,P01'
P02,P02'

P03,P03'
P04,P04'

L02 差圧 σt 4.2 4.2

L04 死荷重 σℓ 0.1

σt 4.2 4.2

σℓ 0.1

σ1 4.2 4.2

σ2 0.1

σ3

応力強さ Ｐｍ＋Ｐｂ 5 5

許容値 －

組合せ応力

主応力

荷重による応力

表2－7(3)　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価（供用状態Ｄ）

主応力

荷重による応力

組合せ応力

表2－7(1)　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価（設計条件）

組合せ応力

主応力

荷重による応力

表2－7(2)　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価（供用状態Ｃ）
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コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P01 P01' P02 P02'

L02 差圧 σt 3.3 3.3 3.3 3.3

L04 死荷重 σℓ

σℓ

τtℓ 3.6 -3.6 3.6 -3.6

σt 3.3 3.3 3.3 3.3

σℓ

τtℓ 3.6 -3.6 3.6 -3.6

σ1 5.6 5.6 5.6 5.6

σ2 -2.3 -2.3 -2.3 -2.3

σ3

応力強さ Ｐｍ＋Ｐｂ 8 8 8 8

許容値 －

コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P03 P03' P04 P04'

L02 差圧 σt 2.2 2.2 2.2 2.2

L04 死荷重 σℓ 0.1 0.1 0.1 0.1

σℓ 150.8 -150.8 155.0 -155.0

τtℓ 0.9 -0.9 0.9 -0.9

σt 2.2 2.2 2.2 2.2

σℓ 151.0 -150.7 155.2 -154.9

τtℓ 0.9 -0.9 0.9 -0.9

σ1 151.0 2.2 155.2 2.2

σ2 2.2 -150.7 2.2 -154.9

σ3

応力強さ Ｐｍ＋Ｐｂ 151 153 156 158

許容値 －

表2－7(5)　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価（許容応力状態ⅣＡＳ）

主応力

組合せ応力

L16

地震荷重Ss

主応力

荷重による応力
下端

表2－7(4)　一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価（許容応力状態ⅣＡＳ）

荷重による応力
中央部

組合せ応力

L16

地震荷重Ss
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(中央： 0.06 )

(下端： 0.09 )

L04
死荷重

許容値

注記

*1：表2－3 に示す応力に対する荷重値を1.0とした場合の荷重の比例数を表中に示す。

*2：（ ）内は差圧の値（MPa）を示す。

1.0

1.6.7項及び1.6.8項による。

表2－8　一次＋二次応力強さの評価方法

荷重
*1 供用状態Ａ，Ｂ

L02
*2

差圧

1.0
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コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P01 P01' P02 P02'

σt 105.1 105.1 -98.5 -98.5

σℓ 40.7 40.7 -40.7 -40.7

L04 死荷重 σℓ

σt 105.1 105.1 -98.5 -98.5

σℓ 40.7 40.7 -40.7 -40.7

σ1 105.1 105.1 -40.7 -40.7

σ2 40.7 40.7 -98.5 -98.5

σ3

σ12 64.3 64.3 57.8 57.8

σ23 40.7 40.7 -98.5 -98.5

σ31 -105.1 -105.1 40.7 40.7

最大応力差範囲 Ｓｎ 106 106 99 99

許容値 η･3･Ｓｍ

コーナ部 （単位：MPa）
分類

応力評価点 P03 P03' P04 P04'

σt 70.5 70.5 -66.1 -66.1

σℓ 27.3 27.3 -27.3 -27.3

L04 死荷重 σℓ 0.1 0.1 0.1 0.1

σt 70.5 70.5 -66.1 -66.1

σℓ 27.5 27.5 -27.2 -27.2

σ1 70.5 70.5 -27.2 -27.2

σ2 27.5 27.5 -66.1 -66.1

σ3

σ12 43.0 43.0 38.9 38.9

σ23 27.5 27.5 -66.1 -66.1

σ31 -70.5 -70.5 27.2 27.2

最大応力差範囲 Ｓｎ 71 71 67 67

許容値 η･3･Ｓｍ

応力強さ

下端

表2－9(1)　一次＋二次応力強さの評価（供用状態Ａ，Ｂ）

主応力

荷重による応力

L02 差圧

組合せ応力

応力強さ

表2－9(2)　一次＋二次応力強さの評価（供用状態Ａ，Ｂ）

組合せ応力

主応力

荷重による応力
中央部

L02 差圧
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2.4 繰返し荷重の評価 

2.4.1 設計・建設規格 CSS-3130 についての検討 

チャンネルボックスは，設計・建設規格 CSS-3130 により，疲労解析が不要となること

を以下の(1)から(4)に示す。 

 

(1) 設計・建設規格 CSS-3130(1)及び CSS-3130(2) 

2.1.3 項で述べたように，チャンネルボックスの熱膨張差による応力は発生しないので，

設計・建設規格 CSS-3130(1)及び CSS-3130(2)の検討は不要である。 

 

(2) 設計・建設規格 CSS-3130(3)（異なる材料よりなる部分の温度変動） 

チャンネルボックスには，縦弾性係数又は熱膨張係数の異なる材料よりなる部分は存在

しない。 

 

(3) 設計・建設規格 CSS-3130(4)（機械的荷重変動） 

チャンネルボックスは運転条件による機械的荷重の変動が生じないので，設計・建設規

格 CSS-3130(4)の検討は不要である。 

 

(4) 検討結果 

以上(1)から(3)よりチャンネルボックスは，設計・建設規格 CSS-3130 の要求をすべて

満足している。 

 

2.4.2 疲労解析 

2.4.1 項に示すように，チャンネルボックスは，疲労解析は不要である。 

 

2.5 特別な応力の検討 

設計・建設規格に定められている特別な検討を要する応力として，純せん断応力，支圧応力，

ねじりせん断応力及び軸圧縮応力（座屈評価）がある。 

チャンネルボックスは，燃料集合体の外側にはめられているが，燃料集合体と固定されてい

るのは上端のみであり，差圧，自重，及び地震による荷重以外の荷重は発生しない。このため

純せん断応力，支圧応力，ねじりせん断応力及び軸圧縮応力は発生しないことから，特別な検

討は不要である。 
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3. 結論 

3.1 応力評価のまとめ 

チャンネルボックスに生じる応力は，表 3－1に示すようにすべて許容応力以下である。 

 

4. 引用文献 

(1) 機械工学便覧 基礎編 α3 （日本機械学会） 
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(単位：MPa)

応力強さ 許容値 応力強さ 許容値

設計条件 4 4

Ｃ 4 4

Ｄ 5 5

ⅣＡＳ 8 8

設計条件 4 4

Ｃ 4 4

Ｄ 5 5

ⅣＡＳ 8 8

設計条件 3 3

Ｃ 4 4

Ｄ 5 5

ⅣＡＳ 3 153

設計条件 3 3

Ｃ 4 4

Ｄ 5 5

ⅣＡＳ 3 158

表 3－1(1)　計算結果の概要（一次応力評価）

長手中央
コーナ部

P03,P03'
内面

一次一般膜応力 一次一般膜＋一次曲げ応力

長手下端
コーナ部

P01,P01'
内面

P02,P02'
外面

P04,P04'
外面

部分 応力評価点
供用状態

（許容応力状態）

(単位：MPa)

応力強さ 許容値

P01,P01'
内面

Ａ,Ｂ 106

P02,P02'
外面

Ａ,Ｂ 99

P03,P03'
内面

Ａ,Ｂ 71

P04,P04'
外面

Ａ,Ｂ 67

表 3－1(2)　計算結果の概要（一次＋二次応力評価）

一次＋二次応力
応力評価点 供用状態

長手中央
コーナ部

長手下端
コーナ部

部分


